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◇ 県民は、通勤、転居等により、市域・二次医療圏域を越境することが多い

ため、県民の医療情報を共有するためには、全県をカバーする地域医療連
携ネットワークの構築が必要。

◇ しかし、都市部では、病院、診療所、介護事業者等の関係施設が非常に

多く、そもそも全県のネットワークを構築するための地域団体（協議会）の組
織が困難であるため、都市部を多く抱える神奈川県においては、全県単一
の地域医療連携ネットワークの構築は困難。

◇ そのため、神奈川県では、今後策定する全県共通のガイドラインに基づき、
県内複数の地域で地域医療連携ネットワークを順次構築し、さらに広域の
ネットワーク（全国保健医療情報ネットワーク）に接続することで、県民の医
療情報を広域的に共有する仕組みとする必要がある。
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神奈川県における今後の
地域医療連携ネットワーク構築の方向性（１）



１ 基金財源の活用
◇ 地域医療介護総合確保基金を活用した補助事業により、平成32年度以降に順次、県内の各地域
でネットワークを構築することを目指す。

２ 持続可能で、地域を超えて情報共有できるシステム（案）
◇ 地域医療連携ネットワークのクラウドサーバに自動的にデータを保存するネットワークシステム
（電子カルテ等の個別システムと連動させることで、二重入力の手間を回避）とする。

◇ 計画・構築段階から参加機関ごとの負担金について合意しておき、地域医療連携ネットワークの
運用コストに見合う収入を確保することで、持続可能性を担保する。

◇ 厚労省標準規格の実装により、全国保健医療情報ネットワークに接続可能なシステムを実現

３ 構築地域数（案）
◇ 県内15地域（横浜市内7地域、横浜市以外は二次医療圏単位）程度の構築を目指す。

４ 将来像（案）
◇ 地域医療連携ネットワークのクラウドサーバに蓄積された県民の医療情報を、他の地域医療連携
ネットワーク参加機関から、全国保健医療情報ネットワークを通じて閲覧が可能にすることで、市域、
二次医療圏域を超えた医療情報の共有を目指す。

神奈川県における今後の
地域医療連携ネットワーク構築の方向性（２）

神奈川県モデルとして都市部における成功を目指します。
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神奈川県における地域医療連携ネットワークの
基本的な構築イメージ（１）

① 県内15地域に地域医療連携ネットワークを構築し、地域内の医療機関、介護事業者等が参加する（1地域の人口は40～80万人）。
② 当該地域医療連携ネットワークに参加する県民の医療情報が各参加施設のサーバ等から、セキュリティを確保したＶＰＮ接続により、
各地域医療連携ネットワークのクラウドサーバに保存される。

③ 地域医療連携ネットワークのクラウドサーバに蓄積された県民の医療情報を、他の地域医療連携ネットワーク参加機関から、全国保
健医療情報ネットワークを通じて閲覧することで、県民の医療情報を全県で共有する。
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神奈川県における地域医療連携ネットワークの
基本的な構築イメージ（２）

電子カルテサーバ

検査システム
サーバ

レセコンサーバ

PACSサーバ

データ送信用
端末

SS-MIX2等

DICOM等

CSV, HL7等

データ送信用
端末

データ送信用
端末

データ送信用
端末

院内LAN

地域医療連携ネットワーク
クラウドサーバ

データバックアップサーバ
（関東南部地域以外の遠隔地）

×日×日
○○診療所
×月×日
△△病院
×月×日
※※薬局

全国保健医療情報ネットワーク

神奈川 太郎

院内端末（BYOD禁止）

データ保存（上り）

データ閲覧（下り）

職種別の
閲覧可能情報
を制限

一日一回、夜間に
データをバック
アップ保存する。

レセコンサーバ
電子カルテサーバ等

データ送信用
端末

×日×日
○○診療所
×月×日
△△病院
×月×日
※※薬局

全国保健医療情報ネットワーク

神奈川 太郎

施設内端末（BYOD禁止）

要介護者等の自宅等

介護サーバ
各種サーバ

データ送信用
端末

施設内LAN

病院

訪問看護ST、介護事業者

医科・歯科診療所、薬局

×日×日
○○診療所
×月×日
△△病院
×月×日
※※薬局

全国保健医療情報ネットワーク

神奈川 太郎

神奈川 太郎

×日×日
○○診療所

タブレット端末
（BYOD禁止）

バイタル等の入力や
褥瘡、口腔衛生状態等
の画像を送信

BYOD: Bring Your Own Device…職員各自が所有する端末を業務用に利用すること
VPN: Virtual Private Network…一般回線を仮想的に専用線化して通信すること
SSL: Secure Sockets Layer…通信データを暗号化すること

職種別の
閲覧可能情報
を制限

職種別の閲覧可能
情報を制限

職種別の
閲覧可能
情報を制限

訪問看護ST、介護事業者

当該地域医療連携ネットワークへの参加の申し出をした県民の医療情報のみ、クラウドサーバに保存する。

4

施設内LAN

手動又は自動

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
確
保
し
たV

P
N

（仮
想
専
用
線
）

接
続
に
よ
り
、
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
バ
に
自
動
送
信

院内業務用端末

営業時間内は15分毎、
夜間にも１度、クラウド
サーバにデータを
差分で保存する。

施設内業務用端末

施設内端末（BYOD禁止）



神奈川県における地域医療連携ネットワークの
基本的な構築イメージ（３）

川崎南部医療圏
地域医療連携ネットワーク

横浜市東部
地域医療連携ネットワーク

横浜市中心部
地域医療連携ネットワーク

医療機関

クラウドサーバ クラウドサーバ
クラウドサーバ

セキュリティを確保したVPN（仮想専用線）接続により、
各参加機関の医療情報等をクラウドサーバに自動送信

川崎市在住の神奈川太郎さんは、横浜市中区まで通勤していますが、普段は川崎南部にあるかか
りつけ医の○○診療所で受診し、横浜市東部地区の△△病院で手術を受けたことがあります。
×月×日に、勤務先の横浜市中区にある□□病院を初めて受診しました。

神奈川
太郎さん
（○○診療所が参加するネットワーク、△

△病院が参加するネットワークに参加して
いる。）

□□病院医師
全国保健医療情報ネットワーク

×日×日
○○診療所
×月×日
△△病院
×月×日
※※薬局

全国保健医療情報ネットワーク

神奈川 太郎

×月×日 □□病院における
神奈川太郎さんの診療情報
➡○○診療所や△△病院で閲覧可。

全国保健医療情報ネットワーク

○○診療所や△△病院
での診療記録や経過、投
薬情報、薬局での調剤情
報が閲覧できる。

×日×日
○○診療所
×月×日
△△病院
×月×日
※※薬局

○○診療所や△△病院
での経過を確認して
みますね。
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お願いします。

地域医療連携ネットワークへの
参加県民の医療情報等のみ、
クラウドサーバに保存される。

VPN接続により各地域医療連携
ネットワークのクラウドサーバにアクセス



神奈川県地域医療連携ネットワーク構築ガイドライン（仮称）
について

１ ガイドラインの目的
◇ 神奈川県における地域医療連携ネットワークの円滑な構築と持続可能な運用を確保する上で必要と考えられ

る事項、一定の配慮が必要な事項、参考事項を示すことで、神奈川県における今後の地域医療連携ネットワー
ク構築の姿の実現を目指していく。

２ ガイドラインの内容
◇ 骨子案 ➡ 資料５

◇ 地域医療連携ネットワークの計画・構築、運用、更新の各段階の項目ごとに必要事項、留意事項、参考事項に
分けて記述する。

≪必要事項≫ ➡ 地域を超えた医療情報の共有を図り、かつ円滑な構築と持続可能な運用を確保するため
に必要と考えられる事項

（例）全国保健医療情報ネットワークへの接続に必要な技術要件、地域における協議会
の設立、参加機関の負担金の合意

≪留意事項≫ ➡ 必要事項とまではしないものの、一定の配慮が必要と考えられる事項
≪参考事項≫ ➡ 他の地域医療連携ネットワークの事例等を参考に示す事項

※ なお、ガイドラインの策定に当たっては、県に先行して横浜市が定めた「横浜市におけるICTを活用した地域
医療連携ネットワークガイドライン」（平成30年）と齟齬がないよう努める。

３ 策定方法
◇ 「神奈川県地域医療連携ネットワーク構築検討会議」で３回程度の議論を経て策定する。

４ 策定予定時期 平成31年６月
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県ガイドラインの全体像について

１ ガイドラインの目的等
１－１ ガイドラインの目的
１－２ 横浜市ガイドラインとの関係
１－３ 用語の定義

２ 神奈川県が目指す地域医療連携ネットワーク
２－１ 国が目指す全国保健医療情報ネットワーク
２－２ 神奈川県が目指す地域医療連携ネットワーク

３ 地域医療連携ネットワークの計画と構築
３－１ 地域医療連携ネットワークを構築する地域の単位
３－２ 地域協議会

３－２－１ 地域協議会の設立の単位
３－２－２ 地域協議会の設立の呼びかけ
３－２－３ 地域協議会の設立の合意
３－２－４ 地域協議会の定款・規約
３－２－５ 地域協議会の法人格
３－２－６ ベンダー調整機関・主任者の設置
３－２－７ 地域協議会における議決事項等
３－３ 地域で共有する医療情報の範囲
３－４ システム銘柄の技術的要件及び選定

３－４－１ 厚生労働省標準規格の実装
３－４－２ 技術要件
３－４－３ システム銘柄の選定

３－５ 参加機関の負担金
３－６ 新規加入を希望する機関の受入及び脱退

３－６－１ 新規加入を希望する機関の受入
３－６－２ 脱退

３－７ 地域医療連携ネットワークのホームページの開設

４ 地域医療連携ネットワークの運用
４－１ 地域協議会の運営
４－２ 本人同意の取得と個人情報の保護

４－２－１ 本人同意の取得方法
４－２－２ 職種別の情報閲覧範囲、情報更新権限の設

定等
４－２－３ 未受診医療機関等からの情報閲覧制限等
４－２－４ 個人情報保護法制上の留意点及び不適切

な個人情報の取扱いの禁止
４－３ 患者の名寄せ
４－４ 定期的な評価
４－５ 参加機関における安全管理対策の徹底

５ 地域医療連携ネットワークの更新
５－１ 地域協議会における議決
５－２データ引継ぎ

６ 県の補助事業により地域医療連携ネットワークを構築
する際の留意点
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2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

検討会の開催
（策定後は必要に
応じて開催）

● ● ●

ガイドライン
策定

●

公募

予算要求

構築スタート

セミナー開催 ●

平成32（2020）年度 平成33年度

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

平成31（2019）年度
項目

そ
の
他

31年度要求分 32年度要求分

今後の想定スケジュールについて
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